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常勤役員等及び常勤役員等を直接に補佐する者の経験の確認資料 

 

建設業法施行規則第 7 条第 1 号イ又はロに該当する者の確認として、下記１と２について、そ

れぞれ書類を提出してください。提出できる書類の内容により、必要に応じ複数の書類を用意し

てください。 

 なお、必要に応じてその他にも書類の提出等を求める場合があります。 

 

１．証明者における被証明者の経験等が確認できる書類            

（１）経営業務の管理責任者としての経験 

ア 被証明者が証明者の役員・支配人であったことを確認できる登記事項証明書（現在事項

全部証明書、履歴事項全部証明書、閉鎖事項全部証明書等） 

イ 被証明者が証明者の役員・支配人・令３条に規定する使用人であったことを確認できる建

設業許可通知書、建設業許可申請書副本、変更届出書等（証明者が建設業許可を受けたも

のである場合） 

 ウ 被証明者が証明者本人であることが確認できる確定申告書控の写（原本提示）（個人事業

主が自己証明する場合） 

 

（２）経営業務の管理責任者に準ずる地位（経営業務を執行する権限の委任を受けた者に限る。） 

・・にある執行役員等としての経営管理経験の場合 

ア 執行役員等の地位が経営業務の管理責任者に準ずる地位にあったことを確認できる組織

図その他これに準ずる書類 

イ 業務執行を行う特定の事業部門が建設業に関する事業部門であることを確認できる業務

分掌規程その他これに準ずる書類 

ウ 建設業の経営業務の執行に関し、取締役会の決議を経て取締役会又は代表取締役から

具体的な権限委譲を受けていることを確認できる定款、執行役員規程、執行役員職務分掌

規程、取締役会規則、取締役就業規程、取締役会の議事録その他これらに準ずる書類 

エ 執行役員等としての経営管理経験の期間を確認できる取締役会の議事録、人事発令書そ

の他これに準ずる書類 

 

（３）経営業務の管理責任者に準ずる地位にあって経営業務を補佐した経験の場合 

ア 被証明者が準ずる地位にあったことを確認できる組織図その他これに準ずる書類 

イ 被証明者の経験が補佐経験に該当することを確認できる業務分掌規程、過去の稟議書そ

の他これらに準ずる書類 

ウ 被証明者の補佐経験の期間が確認できる人事発令書その他これらに準ずる書類 

エ 証明者が個人事業者の場合、被証明者が準ずる地位（事業専従者等）であったことが確

認出来る確定申告書等 

オ その他、準ずる地位にあって経営業務を補佐していたことを確認できる書類 

※行っていた業務の内容が、建設工事の施工に関するものであることが必要です。 
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（４） 常勤役員等を直接に補佐する者の場合 

ア 被証明者が常勤役員等を直接補佐する地位にあることが確認できる組織図その他これに

準ずる書類 

イ 被証明者の経験が財務管理、労務管理又は業務運営の業務経験に該当することを確認

できる業務分掌規程、過去の稟議書その他これらに準ずる書類 

ウ 被証明者の経験の期間が確認できる人事発令書その他これらに準ずる書類 

エ その他、被証明者の地位や経験等を確認することができる書類 
 

㊟ 確定申告書について、令和７年１月以降の書面の申告分については、受付印の確認を行い

ません。（電子申告の場合は、令和７年１月以降も税務署の受信通知を確認します） 

 

２ 証明者における建設業の営業及び工事の実績が確認できる書類         

ア 証明者が建設業許可業者である場合、建設業許可通知書、建設業許可申請書副本、事

業年度経過後の変更届出書 

イ 証明者が建設業を営業していたことが確認できる工事請負契約書、注文書・請書、請求書

等の写（原本提示） 

ウ その他、建設業の営業及び工事の実績が確認できる書類 

 

常勤役員等及び常勤役員等を直接に補佐する者の常勤性の確認資料 

 

建設業法施行規則第 7 条第 1 号イ又はロに該当する者の常勤性を証明するものとして、次の

いずれかの書類を提出してください。 

 

 ア 雇用保険被保険者通知書の写(雇用初年度に限る－原本提示) 

 イ 健康保険･厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写(原本提示) 

 ウ 健康保険･厚生年金被保険者資格取得確認及び報酬決定通知書の写(原本提示) 

 エ 住民税特別徴収義務者指定及び税額通知の写(原本提示) 

               法人においては表紙と役員報酬明細の写(原本提示) 

 オ 確定申告書 

               個人においてはその写(原本提示) 

 カ 後期高齢者（75 歳以上の者及び 65 歳以上 75 歳未満で一定の認定を受けた者）の在籍確

認は別途確認書類有（別添通知参照） 

 キ 所属企業の雇用証明書（氏名、事業者名称、証明者、証明日、雇用形態、雇用開始日の

記載があり、代表者印が押印されたもの）の写（原本提示）≪被雇用者に限る≫ 

 

㊟ 「健康保険被保険者証（写）」等を提出される際には、「保険者番号」、「被保険者等記号・番

号」を復元できない程度にマスキングのうえ、ご提出いただきますようお願いいたします。 
 

㊟ 令和７年 12 月１日まで、有効な健康保険証・後期高齢者医療被保険者証をお手元にお持ち

の場合は、従来どおり本人確認書類とすることが可能です。 

 

㊟ 確定申告書について、令和７年１月以降の書面の申告分については、受付印の確認を行い

ません。（電子申告の場合は、令和７年１月以降も税務署の受信通知を確認します） 
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